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１．１５年６月中間期の連結業績（平成１５年１月１日～平成１５年６月３０日） 
(１) 連結経営成績            (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％ 

１５年６月中間期   46,623 △6.2 △2,646 ― △2,795 ― 
１４年６月中間期 49,728 △13.5 △3,132 ― △2,912 ― 

１４年１２月期  114,946         3,496         3,598  

 

  中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当 期 )純 利 益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭  円 銭 

１５年６月中間期 △5,385 ― △65.14     ―  
１４年６月中間期 △3,267 ― △40.21     ―  

１４年１２月期   2,452      30.18     ―  

(注) ①持分法投資損益     １５年６月中間期 △２２８百万円  １４年６月中間期 △９０百万円  １４年１２月期 １７３百万円 

  ②期中平均株式数(連結) １５年６月中間期 ８２,６６９,４７６株  １４年６月中間期 ８１,２６５,４０３株  １４年１２月期 ８１,２４９,９８４株 

 ③会計処理の方法の変更       無 

 ④営業収益、営業利益、経常利益、当期(中間)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(２) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
     百万円     百万円 ％  円  銭 

１５年６月中間期 139,082   7,698  5.5  93.18 
１４年６月中間期 165,392   8,868  5.4 109.15 

１４年１２月期 165,535  12,903  7.8 158.93 

(注) 期末発行済株式数(連結)  １５年６月中間期 ８２,６１５,７７２株  １４年６月中間期 ８１,２５６,８６８株 １４年１２月期 ８１,１８９,９９１株 
 
(３) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

     百万円     百万円     百万円     百万円 

１５年６月中間期 △13,734 △2,811        △2,099  34,074 
１４年６月中間期  12,269    636          △159  52,760 

１４年１２月期  17,120   △4,378            227  52,613 
 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数  ３７社   持分法適用非連結子会社数  ０社   持分法適用関連会社数   ９社 
 

(５) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結(新規)   ０社   (除外)  ０社   持分法(新規)   ０社   (除外)  ０社 
 
２．１５年１２月期の連結業績予想(１５年１月１日～平成１５年１２月３１日) 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

通   期  108,000   3,600     700 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)   ８円４７銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照してください。 
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1．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、子会社３７社、関連会社９社及びその他の関係会社１社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、

次のとおりであります。なお、旅行部門とその他の部門には、株式会社ツーリストサービス及び株式会社近畿日本ツーリスト沖縄が重複し

ております。 

 

(旅行部門) 

提出会社、子会社の株式会社ツーリストサービスを中心として国内・海外の団体旅行ならびに、国内主催旅行「メイト」、海外主催旅行

「ホリデイ」ブランドの旅行商品及び会員募集型商品等の企画販売を行っております。また、個人・グループに対しＪＲ券、国内・海外航空

券、宿泊券等の販売を行っております。海外では子会社のＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｕ．Ｓ．Ａ．），ＩＮＣ．、ＫＩ

ＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＯＣＥＡＮＩＡ）ＰＴＹ.ＬＴＤ.、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＥＵ

ＲＯＰＥ）Ｂ．Ｖ．等が主に提出会社及び国内会社が取り扱う海外の団体旅行及び海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービ

スの提供を行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を行っております。 

子会社１８社及び関連会社４社が含まれており、子会社１８社を連結、関連会社４社に持分法を適用しております。 

 

(ホテル部門) 

株式会社ホテルサンフラワー札幌、株式会社箱根高原ホテル、ＳＡＩＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ等が国内外でホテル事業を

行っております。国内・海外において宿泊、料飲、宴会、婚礼等の各種サービスを提供するとともに、ホテル建物のリースも行っておりま

す。 

子会社５社及び関連会社２社が含まれており、子会社５社を連結、関連会社２社に持分法を適用しております。 

 

(損害保険部門) 

Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ, ＩＮＣ.、ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.等が海外で損害保険の再保険引受事業を行

っております。 

子会社３社すべてを連結しております。 

 

(その他の部門) 

タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業の事業を行っております。情報処理サービス・人材

派遣及び旅行関連サービスは、提出会社及び当企業集団内の子会社・関連会社も顧客としております。 

子会社１３社及び関連会社３社が含まれており、子会社１３社を連結、関連会社３社に持分法を適用しております。 
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事業系統図を示すと、次のとおりとなります。 

顧           客 

 
                                      

                                      旅行関連の総合的 
                                         サービス提供 
 

 

その他の関係会社 

  近畿日本鉄道㈱ 

子会社 

※１㈱ツーリストサービス 

 

子会社 

※１㈱近畿日本ツーリスト沖縄 

関連会社 

※２㈱大阪簡保旅行友の会 

※２㈱関東簡保旅行会 

※２㈱ツーリスト 

※２近鉄観光㈱他 

子会社 

※１㈱イベントアンドコンベンションハウス 
※１ツーリストインターナショナル 

アシスタンスサービス㈱ 
※１㈱ツーリスト関西事務センター 

※１㈱ツーリスト中部事務センター 

※１㈱近畿日本ツーリスト 

東京事務センター 
※１㈱近畿日本ツーリスト情報システム 
※１㈱クラブツーリズム 

※１㈱ツーリストビジネスサポート 

※１㈱ツーリストサービス北海道 

※１㈱ツーリストエキスパーツ  

 

 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーワールド 

             統 括 
 

子会社 

※１㈱ホテルサンフラワー札幌 

※１北交大和タクシー㈱ 

※１㈱ホテルポポロ東京 

※１㈱箱根高原ホテル 

※１㈱奥日光高原ホテル 

※１SAIPAN HOTEL CORPORATION 

関連会社 

※２蔵王中央ロープウェイ㈱ 

※２沖縄観光開発㈱ 

※２㈱アール・イー・エム天王寺 

 
 

 
損害保険会社 

 

           再保険申込 
 

子会社 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＰＴＥ．ＬＴＤ． 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ,  

ＩＮＣ． 

※１ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＣＯ．，ＬＴＤ． 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーチャイナ 

※１㈱ホリデイツアーズミクロネシア 

※１㈱ユナイテッドツアーズ 

近 
畿 

日 

本 

ツ 

ー 

リ 

ス 

ト 

株 

式 

会 

社 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(CANADA)INC. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SINGAPORE)PTE.LTD. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(EUROPE)B.V. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(FRANCE)S.A.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SPAIN)S.A. 

※１KINTETSU REISEBÜRO 
G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(ITALIA)S.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD. 

※１HOLIDAY  TOURS 

    MICRONESIA(GUAM),INC. 

※１PACIFIC DEVELOPMENT INC. 

 

関連会社 

※２TK PACIFIC INC． 

乗車券等旅

行関連商品

の相互提供 

 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の送客 

 
 
 
 
 
 
 
旅行傷害保

険申込 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
土産物販売  

 
 
 
 
 
 
 
 
代行業務の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外旅行地上

手配の役務  

提供 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(U.S.A.),INC. 

※１ 連結子会社 

※２ 関連会社で持分法適用会社 



 ４ 

２．経 営 方 針 

 

(１)経営の基本方針 

当社グループは、「旅行業を中核とした旅行関連事業を通して社会の繁栄に貢献する」という経営基本理念のもと、ＣＲＭ（カスタマ

ー・リレーションシップ・マネジメント）の実践により、お客さまとの信頼関係を深め、お客さまのニーズに合わせたプロデュースをすること

で新しい価値を創造していきます。そして活動の舞台を世界に広げ、はつらつたる喜びに満ちた社会の創造を目指します。 

 

(２)利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主への利益還元を経営の最重要政策として位置付けておりますが、多額の欠損金を抱える現状においては遺

憾ながら無配を継続させていただきます。今後は構造改革を推進することにより、安定配当のできる健全な経営体質の確立に努めてま

いります。 

 

(３)目標とする経営指標 

    旅行業界を取り巻く市場環境が一段と厳しくなると同時にテロなどのリスクが増大する中で、当社そしてグループ全体としての最優

先課題は、安定的に利益を出すことのできる体質の構築にあります。そのために新しい営業形態への転換や費用構造の変革を進め、

株主資本の充実に努めてまいります。 

 

(４)中長期的な経営戦略 

本年を初年度とする３カ年の「中期経営計画」に基づき、ステークホルダーの期待に応えるべく、利益が出る体質への転換を図るた

めの構造改革に取り組むとともに、新会計基準に対応するためグループ内の事業領域の整理と経営力強化の施策を推進しているとこ

ろであります。 

 

①旅行部門 

旅行業においては、地域特性や市場特性の分析に基づく非効率部門の見直しと、成長部門・市場への経営資源の投入をさら  

に推進してまいります。個人旅行においては、お客さま一人ひとりに、より高い満足を提供する旅行商品の開発とともに、クラブツーリ

ズム等の会員顧客への効果的なアプローチにより、販売の拡大を図ります。 

また団体旅行においては、企業や自治体への営業展開や教育市場、宗教市場への取り組みもソリューション営業を強化していく

中で、グローバルレベルでの「地球大交流」を育て、新しい団体需要を生み出すＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）を中核

に展開していきます。 

こうした活動を通じて、旧来の旅行業から脱却し、旅行業を核とした新しい事業領域の広がりが期待できる２１世紀型余暇創造産

業への発展を目指します。 

 

②ホテル部門 

ホテル業においては、自社の直接販売の強化及び当社グループからの傾斜販売の推進によるグループの組織力を活用した営

業力の強化、費用構造の見直し等の実施により、グループホテルの財務体質の改善を順次進めてまいります。 

また、お客様のニーズに答えるべく提供するサービスの質の改善を図り、新しいホテルの価値を創造してゆくよう努めてまいりま

す。 

 

③損害保険部門 

海外における再保険引受事業においては、元受保険料率の自由化の動向に注意をしながら、再保険マーケットにおける長期安

定的な再々保険の確保に努め、再保険会社立地国の現地税制の動向も視野に入れ、適正なる利益確保策を講じて経営を推進致

します。 

 

④その他の部門 

その他事業についても事業領域を明確にすると同時に、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を相互に支援すると

ともに、各業種間での人材の適正配置等により限られた資源を公平かつ効率的に図ってまいりたいと考えております。同時にグルー

プ外への事業の拡大を図ってまいります。 
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（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、国内外の法令遵守および企業倫理の定着が経営の根幹であり、透明度の高い公正な経営体制の構築を重要課題と考え、

コーポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。 

    当社は、監査役制度を採用しておりますが、従来から社外出身者を取締役および監査役として選任し、広範な見地からの意見を経

営に反映させるとともに経営監視機能の充実を図っております。現任の取締役１４名のうち２名、監査役４名のうち３名がこれに該当し、

監査役については半数以上を社外出身者が占める体制を実現しております。なお、当社と社外出身者との関係については、その一

部が取締役に就任している関係会社との間で定型的な営業取引の関係があります。 

    また、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を、内部監査を行う専任部署として経営監査室を置

いております。 

    なお、当社は、取締役および監査役等の報酬の透明性向上を図るため、本年４月に報酬諮問委員会を設置しました。また、コーポ

レートガバナンス充実の一環として、本年７月に従来のリスクマネジメント委員会をコンプライアンス・リスクマネジメント委員会に強化す

るとともに、企業倫理綱領とコンプライアンス・ガイドラインを制定いたしました。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

(１)当中間期の概況 

当上半期のわが国経済は、企業収益は緩やかな改善が続いており、設備投資の緩やかな持ち直しが続いていますが、長引く消費

不振で先行きの不透明感が消えない状況でありました。 

旅行業界におきましても、イラク戦争および重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の影響により海外旅行者が激減し、かつてないほどの

厳しい環境のうちに推移しました。その中でも影響を最小限に抑えるため、リスクマネジメント事務局で情報収集と社内外への積極的な

発信および対応に努めました。 

このような状況下で、当社は、平成１５年度を初年度とする中期経営計画をスタートし、経営資源配分の最適化を目指す「効率化戦

略」とお客さま中心の経営による「成長戦略」を推進するための構造改革を進めました。 

組織面では、メイト・ホリデイの一層の販売強化を図るため商品本部カンパニーの商品企画部門を担当地域の各エリアカンパニーへ

移管したほか、顧客密着による海外航空座席仕入力の強化をはかるための組織改革を実施いたしました。人事面では、成果主義を実

現する新人事制度を導入したほか、退職給付制度を改定し、運営の安定と営業費用への影響の抑制を図りました。 

営業面では、「まつりインハワイ」「第３回世界水フォーラム」などのイベント関連旅行を取り扱ったほか、引続き「日本再発見」キャンペ

ーンを実施し国内旅行の販売強化に取り組みました。また、インターネット販売にも、販売サポート体制を強化するなど積極的に取り組

みました。さらに、主催旅行の企画・販売・催行の品質管理に関する「ＩＳＯ９００１」の認証をグループ会社とともに取得いたしました。 

こうした活動の結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益４６６億２３百万円、営業損失２６億４６百万円、経常損失２７億９５百

万円、中間純損失５３億８５百万円となりました。 

 

(２)当中間期のキャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、未精算旅行券及び仕入債務の減少等に伴い△１３７億３４百万

円となりました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出等で△２８億１１百万円となりました。財務活動

によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等で△２０億９９百万円となり、その結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は３４

０億７４百万円となりました。 

 

(３)通期の見通し 

下半期は、景気を巡る環境に変化の兆しが見えつつありますが、旅行業界は、甚大な影響を受けたＳＡＲＳが終息したものの、本格

的な回復にはなお時間を要することが懸念されます。 

このような環境のなか、当社は、香港リカバリーイベント、アイスランド・カルガリー等への夏休みチャーターや付加価値滞在型施設

「サイパン地球人村」の商品化により海外旅行需要の喚起を図るとともに、秋以降本格的な回復が期待される法人需要の獲得に向けて

営業強化を進めてまいります。さらに、中期経営計画に掲げたＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）の具体的展開として、「ジュラ

シックパーク・インスティテュート・ツアー」「比叡山薪歌舞伎」「長崎くんち」「元離宮二条城築城４００年祭」「熊野詣キャンペーン」、海外

においては、「日本・カンボジア国交樹立５０周年記念企画」「ホノルルマラソン」に取り組み、ＣＲＭの推進と併せてエージェント業から

プロデュース業への転換を図り、オンリーワン企業への挑戦を実践してまいります。 

平成１５年連結会計年度における当社グループの業績は、こうした需要創造を図る積極的な営業施策と合わせ、徹底したローコスト

経営を推進し、営業収益１，０８０億円(対前年同期比９４%)、経常利益３６億円（対前年同期１００％）、当期純利益７億円(対前年同期比

２９%)を見込んでおります。 

 



 ７ 

４．中間連結財務諸表等 

(１)中間連結貸借対照表 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成１５年６月３０日現在) (平成１４年６月３０日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 
科     目  

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

受取手形及び顧客未収金 

未 収 手 数 料 

た な 卸 資 産 

団 体 前 払 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

長 期 預 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 

 

※２ 

 

 

 

 

 

※２ 

 

 

※２ 

 百万円 

８６，９７４ 

３１，５７７ 

８，０００ 

２０，３９３ 

７，４２３ 

３０９ 

１４，３８６ 

９９４ 

２２２ 

３，６９６ 

△２９ 

５２，１０７ 

２６，４６０ 

１６，９２１ 

８，１２６ 

１，４１２ 

１，４７７ 

９８７ 

４９０ 

２４，１７０ 

１３，３７８ 

１，１９８ 

８，７２６ 

― 

５７１ 

２，２７２ 

△１，９７６ 

   ％ 

６２.５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３７.５ 

１９.０ 

 

 

 

１.１ 

 

 

１７.４ 

 

 

 

 

 

 

        

 百万円 

１０８，８５５ 

４８，２１８ 

５，０００ 

２５，３８９ 

９，２５４ 

３１７ 

１７，１４７ 

１，１２０ 

１１４ 

２，６０６ 

△３１２ 

５６，５３７ 

２８，３３８ 

１８，６８３ 

８，１５４ 

１，５００ 

１，０５３ 

７８８ 

２６４ 

２７，１４５ 

１３，１３８ 

１，４１０ 

９，６５８ 

２，４４３ 

１９７ 

１，８１０ 

△１，５１３ 

   ％ 

６５.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４.２ 

１７.１ 

 

 

 

０.７ 

 

 

１６.４ 

 

 

 

 

 

 

        

 百万円 

１１１，９７３ 

４２，５６２ 

１３，０００ 

２４，８４６ 

１０，２４８ 

３１４ 

１７，３１３ 

１，３６３ 

５０８ 

２，１４４ 

△３２８ 

５３，５６１ 

２７，０４４ 

１７，４１９ 

８，１３１ 

１，４９３ 

１，２５８ 

１，０００ 

２５７ 

２５，２５７ 

１３，５３９ 

１，３６６ 

９，２８２ 

― 

８１７ 

１，９１９ 

△１，６６６ 

   ％ 

６７.６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２.４ 

１６.３ 

 

 

 

０.８ 

 

 

１５.３ 

 

 

 

 

 

 

 

資 産 合 計 １３９，０８２ １００.０ １６５，３９２ １００.０ １６５，５３５ １００.０ 

 



 ８ 

 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成１５年６月３０日現在) (平成１４年６月３０日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他
 

 

 

 百万円 

１２４，１２３ 

８，５２７ 

１５，６６５ 

５２５ 

３０，４８０ 

４０，７８０ 

２３，８２５ 

４，３１８ 

６，５５２ 

７７４ 

４，３６８ 

１，１９９ 

２０９ 

   ％ 

８９.３ 

 

 

 

 

 

 

 

４.７ 

 百万円 

１４２，５４０ 

６，５８３ 

１８，９１９ 

４０５ 

３０，５８９ 

５２，８９１ 

２９，４５５ 

３，６９４ 

１３，３３０ 

６，５２２ 

３，５３５ 

３，０４３ 

２２８ 

   ％ 

８６.２ 

 

 

 

 

 

 

 

８.０ 

 百万円 

１３９，１６２ 

５，２１７ 

２２，２２６ 

２，９２６ 

２７，７０１ 

４９，５０６ 

２８，２０９ 

３，３７３ 

１２，７２３ 

６，３４７ 

５，０５７ 

１，１０４ 

２１３ 

   ％ 

８４.０ 

 

 

 

 

 

 

 

７.７ 

負  債  合  計 １３０，６７５ ９４.０ １５５，８７０ ９４.２ １５１，８８５ ９１.７ 

(少数株主持分       ) 

少 数 株 主 持 分 

 

 
７０８ ０.５ ６５３ ０.４ ７４５ ０.５ 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

欠 損 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

子会社の所有する親会社株式 

  

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

５，９０２ 

３，７２５ 

６７０ 

△７ 

△２，４７９ 

 

４.６ 

３.２ 

△３.６ 

２.３ 

０.４ 

△０.０ 

△１.５ 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

１８１ 

２，６７７ 

４４ 

△２０ 

△２，４７９ 

 

４.６ 

３.２ 

△０.１ 

１.６ 

０.０ 

△０.０ 

△１.５ 

資 本 合 計 ― ― ８，８６８ ５.４ １２，９０３ ７.８ 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

 

 

 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

△５，５６６ 

２，９０３ 

１４７ 

△２，６４８ 

 

  ５.４ 

３.８ 

△４.０ 

２.１ 

０.１ 

△１.９ 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

      

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

資 本 合 計 ７，６９８ ５.５ ― ― ― ― 

負債、少数株主持分及び資本合計 １３９，０８２ １００.０ １６５，３９２ １００.０ １６５，５３５ １００.０ 

 

 



 ９ 

(２)中間連結損益計算書 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 
科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 

 

※１ 

 百万円 

４６，６２３ 

４９，２７０ 

   ％ 

１００.０ 

１０５.７ 

 百万円 

４９，７２８ 

５２，８６０ 

   ％ 

１００.０ 

１０６.３ 

 百万円 

１１４，９４６ 

１１１，４４９ 

   ％ 

１００.０ 

９７.０ 

営 業 利 益 
営 業 損 失 

又は 
（△） 
 △２，６４６ △５.７ △３，１３２ △６.３ ３，４９６ ３.０ 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 ２６１ 

４０９ 

０.６ 

０.９ 

５７９ 

３６０ 

１.２ 

０.７ 

６８６ 

５８４ 

０.６ 

０.５ 

経 常 利 益 
経 常 損 失 

又は 
（△） 

△２，７９５ △６.０ △２，９１２ △５.８ ３，５９８ ３.１ 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投資有価証券売却益 

そ の 他 

特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

割 増 退 職 金 

投資有価証券評価損 

投資有価証券売却損 

そ の 他 

 

 

 

 

 

※２ 

※３ 

 

 

 

※４ 

― 

― 

― 

― 

１，６５５ 

０ 

３２ 

１，５６５ 

３１ 

― 

２４ 

― 

 

 

 

３.５ 

０ 

０ 

― 

― 

１９５ 

０ 

１２４ 

― 

０ 

４３ 

２５ 

０.０ 

 

 

 

０.４ 

４８７ 

０ 

４７１ 

１４ 

５７１ 

１ 

２１９ 

― 

２１４ 

４３ 

９２ 

０.４ 

 

 

 

０.５ 

税金等調整前中間純損失（△） 
又は税金等調整前当期純利益 

 
△４，４５１ △９.５ △３，１０７ △６.２ ３，５１４ ３.１ 

法人税、住民税及び事業税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 
４６２ 

１８ 

５１９ 

１.０ 

０.０ 

１.１ 

２８８ 

１０９ 

△８７ 

０.６ 

０.２ 

△０.１ 

３，１６１ 

１３４ 

△２，２６１ 

２.８ 

０.１ 

△２.０ 

少 数 株 主 利 益 ( △ )  

又 は 少 数 株 主 損 失  
６６ ０.１ １５０ ０.３ △２６ △０.０ 

中 間 純 損 失 ( △ )  

又 は 当 期 純 利 益  
△５，３８５ △１１.６ △３，２６７ △６.６ ２，４５２ ２.１ 

 



 １０ 

(３)中間連結剰余金計算書 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

科       目   平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

                  

欠 損 金 期 首 残 高 

 百万円 

― 

百万円 

２，６２５ 

百万円 

２，６２５ 

欠 損 金 増 加 高  

役 員 賞 与 

連結子会社減少による減少高 

計 

中 間 純 損 失 (△)  
又 は 当 期 純 利 益  

 

― 

― 

― 

― 

 

０ 

８ 

８ 

△３，２６７ 

 

０ 

７ 

８ 

２，４５２ 

欠 損 金 中 間 期 末  
( 期 末 ) 残 高  

― ５，９０２ １８１ 

 

資本剰余金の部 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

  

 

５，２８３ 

 

 

― 

 

 

― 

資 本 準 備 金 期 首 残 高 ５，２８３ ― ― 

資本剰余金中間期末残高  ５，２８３ ― ― 

 

利益剰余金の部 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

  

 

△１８１ 

 

 

― 

 

 

― 

欠 損 金 期 首 残 高 △１８１ ― ― 

利 益 剰 余 金 減 少 高  △５，３８５ ― ― 

中 間 純 損 失 △５，３８５ ― ― 

利益剰余金中間期末残高  △５，５６６ ― ― 



 １１ 

(４)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

科           目 平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

百万円 
 

△４，４５１ 

８３６ 
３３ 
３１ 
△６８８ 
１１ 
△１３９ 
１６４ 
２２８ 
６ 

１，５６５ 
― 

７，３０７ 
△１５，３８１ 
２，７６７ 
△４，３８６ 
２，９３８ 
３３ 

百万円 
 

△３，１０７ 

１，１６０ 
１２４ 
４３ 
１，７４８ 
△７３ 
△１０４ 
１９３ 
９０ 
― 
― 
２５ 

△１，５０５ 
８，００１ 
３，５８１ 
△１５６ 
３，９７５ 
△７１１ 

百万円 
 

３，５１４ 

１，８６９ 
２２０ 
△２１３ 
３，３９８ 
９６ 
△２２９ 
３２７ 

△ １７３ 
― 
― 
７７ 

△２，１６８ 
８，１１８ 
７５３ 

△１，３９７ 
３，７９８ 
２９２ 

 
Ⅰ 

 

 
営業活動によるキャッシュ･フロー 
税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前中間純損失（△） 
減 価 償 却 費 
固定資産売却損益及び除却損 
投資有価証券売却損益及び評価損 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
為 替 差 損 
割 増 退 職 金 
そ の 他 特 別 損 益 
未収手数料及び売上債権の増減額 
未精算旅行券及び仕入債務の増減額 
預 り 金 の 増 加 額 
団 体 前 受 金 の 減 少 額 
団 体 前 払 金 の 減 少 額 
そ の 他 

小     計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 
割 増 退 職 金 の 支 払 額 

△９，１２２ 
１４８ 
△３０７ 
△２，８８７ 
△１，５６５ 

１３，２８５ 
９９ 
△１８５ 
△９３０ 
― 

１８，２８５ 
１９０ 
△１９０ 
△１，１６４ 
― 

 
Ⅱ 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 
投資活動によるキャッシュ･フロー 
定 期 預 金 の 預 入 による支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 による収 入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
固 定 資 産 の 取 得 による支 出 
固 定 資 産 の 売 却 による収 入 
短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額 
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 
長期貸付金の回収による収入 
そ の 他 

△１３，７３４ 
 
 

△３，０５９ 
５０５ 
― 
６０ 
△４２６ 
― 
１ 
△５４ 
２１５ 
△５３ 

１２，２６９ 
 
 

△３６２ 
２０４ 
△５０ 
１，０６９ 
△３０６ 
１０ 
３６ 
△１９７ 
１０４ 
１２８ 

１７，１２０ 
 
 

△２，９４８ 
２９９ 

△２，４２４ 
１，７１８ 
△１，２４１ 
３０３ 
４５ 
△２４０ 
２６６ 
△１５７ 

 
Ⅲ 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 
財務活動によるキャッシュ･フロー 
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長期借入金の返済による支出 
自己株式・子会社の所有する親会社株式増加額 

長 期 預 金 払 戻 に よ る 収 入 

△２，８１１ 
 
 

△２，４３１ 
４８０ 
― 

△１４７ 
― 

６３６ 
 
 

△１８１ 
― 
△９ 
△５ 
３６ 

△４，３７８ 
 
 

△１，８９５ 
１８ 
△３５６ 
△１８ 
２，４８０ 

 
Ⅳ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 
現金及び現金同等物に係る換算差額 

△２，０９９ 
 

１０６ 

△１５９ 
 

６６８ 

２２７ 
 

２６８ 

Ⅴ 
Ⅵ 
Ⅶ 
Ⅷ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 
現金及び現金同等物の期首残高 
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 

△１８，５３９ 
５２，６１３ 
― 

３４，０７４ 

１３，４１４ 
３９，３７５ 
△２９ 
５２，７６０ 

１３，２３８ 
３９，３７５ 
― 

５２，６１３ 

     

 



 １２ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)子会社３７社すべてを連結しております。 

連結子会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)非連結子会社はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)関連会社９社すべてに対する投資について持分法を適用しております。 

主要な持分法適用会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

(１)連結子会社の中間決算日は３月３１日であります。 

(２)中間連結財務諸表作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

               なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。(ただし、出版物については個別法による原価法により評価しておりま 

す。) 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として提出会社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主として

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主に定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては各社における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は財務内容評価法 

によっております。 

②退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間 

連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、連結子会社においては、主として簡便法を適

用しております。会計基準変更時差異については、提出会社及び株式会社ツーリストサービスは１５年による按分額で費用処

理し、その他の子会社は主として一括費用処理しております。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５～１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。また、提出会社は、過去勤務債務について、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ費用処理しております。 

 (４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方 

法に準じた会計処理によっております。 



 １３ 

(５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 

ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

③ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・ 

フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(６)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

主として税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

 



 １４ 

会計方針の変更 

当中間連結会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

      提出会社は退職給付における過去勤務

債務の償却方法について、従来、発生時

において一括償却する方法を採用しており

ましたが、当連結会計年度より、発生年度

の従業員平均残存勤務期間内の一定の

年数（１０年）による定額法により処理する

方法に変更しました。 

この変更は、退職給付債務の減額を伴う

退職給付制度の変更により発生する負の

過去勤務債務について、発生時に一括利

益計上を行う方法は期間損益計算を著しく

歪めるおそれがあるとともに、現在の経済

情勢のもと割引率の引き下げや年金資産

の運用環境の悪化により発生する数理計

算上の差異について１０年で費用計上を行

う一方で、退職給付水準の切り下げにより

発生する過去勤務債務について一括利益

計上を行う方法は、健全な財政状態を阻

害するおそれがあるため、期間損益計算の

適正化及び財務体質の健全化の観点から

行なったものであります。 

この変更により、従来と同一の基準によ

った場合と比べ、税金等調整前当期純利

益は１３，５００百万円減少しております。 

この会計方針の変更は、当連結会計年

度末に行われたものであったため、当中間

連結会計期間は従来と同一の基準によっ

ております。なお、退職給付制度変更が連

結会計年度末に行われたため、変更後の

方法によった場合における当中間連結会

計期間の損益に与える影響はありません。 

 



 １５ 

追 加 情 報 

当中間連結会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準） 

   当中間連結会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号 企業会計基準

委員会 平成１４年２月２１日）を適用して

おります。この変更に伴う損益に与える影

響はありません。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正に

より当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の資本の部及び中間連結

剰余金計算書については、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準） 

   当中間連結会計期間から「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号 企業会計基準委員会 平成１

４年９月２５日）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号 企業会計基準委員

会 平成１４年９月２５日）を適用しておりま

す。影響額につきましては、１株当たり情報

に記載しております。 

。 （退職給付会計） 

   提出会社は退職給付における過去勤務

債務の償却方法について、従来、発生時

において一括償却する方法を採用してお

り、前中間連結会計期間においても一括

償却による方法によっておりましたが、前

連結会計期間において発生年度の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（１０年）による定額法により処理する方法

に変更しております。 

   なお、前中間連結会計期間において退

職給付制度の変更がなく過去勤務債務が

発生していないため、前連結会計年度と同

じ方法を採用した場合の損益に与える影

響はありません。 

(金融商品会計) 

当中間連結会計期間からその他有価証券

のうち時価のあるものの評価の方法につい

て金融商品に係る会計基準(「金融商品に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成１１年１月２２日))を適

用し、総平均法による原価法から中間決算

末日の市場価格に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定)に変更してお

ります。この変更に伴なう損益に与える影

響はありません。なお、従来の方法によっ

た場合に比べ、投資有価証券が６，８４１百

万円、繰延税金負債が２，６１２百万円、少

数株主持分が５０４百万円多く計上され、

その他有価証券評価差額金３，７２５百万

円が新たに計上されております。 

 

   

(金融商品会計) 

当連結会計年度からその他有価証券のう

ち時価のあるものの評価の方法について

金融商品に係る会計基準(「金融商品に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成１１年１月２２日))を適用

し、総平均法による原価法から決算期末日

の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)に変更しておりま

す。この変更に伴なう損益に与える影響は

ありません。なお、従来の方法によった場

合に比べ、投資有価証券が４，９８９百万

円、繰延税金負債が１，８６３百万円、少数

株主持分が４４７百万円多く計上され、その

他有価証券評価差額金２，６７７百万円が

新たに計上されております。 

 

  



 １６ 

注 記 事 項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 

（平成１５年６月３０日現在） 

前中間連結会計期間末 

（平成１４年６月３０日現在） 

前連結会計年度 

（平成１４年１２月日現在） 

※１．

 

※２．

 

 

３．

有形固定資産の減価償却累計額 

              １５，４０８百万円 

担保に供している資産 

預金            ５，０３９百万円 

投資有価証券      ４，６３４百万円 

 

 

保証債務           ３８０百万円 

※１．

※２．

 

 

 

 

３．

有形固定資産の減価償却累計額 

              １５，０１５百万円 

担保に供している資産 

預金               ２１７百万円 

長期預金         ２，４４３百万円 

投資有価証券      ３，１４５百万円 

土地              ２２５百万円 

保証債務           ４８０百万円 

※１．

※２．

 

 

 

 

３．

有形固定資産の減価償却累計額 

              １５，１１０百万円 

担保に供している資産 

預金            ２，６４０百万円 

投資有価証券      ４，７１０百万円 

土地               ４１百万円 

 

保証債務             ４３０百万円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

 

当中間連結会計期間末 

（平成１５年６月３０日現在） 

 

 

前中間連結会計期間末 

（平成１４年６月３０日現在） 

 

 

前連結会計年度 

（平成１４年１２月３１日現在） 

※１．

 

 

 

 

 

 

 

 

※２．

 

 

 

※３．

 

 

 

 

 

※４. 

営業費用のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当等      ２０，１７４百万円 

退職給付費用     ３，５５１百万円 

不動産賃借・維持費  ４，８０１百万円 

電算機維持費      ３，５５０百万円 

販売諸経費      １１，３６０百万円 

諸税             ２９８百万円 

減価償却費         ８３６百万円 

 

 

 

 

固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

有形固定資産 

  建物            ２１百万円 

有形固定資産 

その他            １１百万円 

特別損失・その他の主な内訳は次の

とおりであります。 

退職給付会計基準 

変更時差異         １４百万円 

 

※１．

 

 

 

 

 

 

 

 

※２．

 

 

 

※３．

 

 

 

 

 

※４. 

営業費用のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当等      ２４，４３６百万円 

退職給付費用     ４，３４４百万円 

不動産賃借・維持費  ４，９２１百万円 

電算機維持費      ３，２１５百万円 

販売諸経費      １２，４６０百万円 

諸税             ３０９百万円 

減価償却費       １，１６０百万円 

 

 

 

 

固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

有形固定資産 

  建物            １１０百万円 

有形固定資産 

その他            １１百万円 

特別損失・その他の主な内訳は次の

とおりであります。 

ゴルフ会員権 

評価損              ６百万円 

退職給付会計基準 

変更時差異          １４百万円 

※１．

 

 

 

 

 

 

 

 

※２．

 

 

 

※３．

 

 

 

 

 

※４. 

営業費用のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

人件費         ５５，７３６百万円 

不動産賃借・維持費 ９，９７２百万円 

電算機維持費      ７，４１６百万円 

販売諸経費      ２７，２４１百万円 

諸税             ６６１百万円 

減価償却費       １，８６９百万円 

 

固定資産売却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

有形固定資産 

  器具備品等          １百万円 

固定資産除却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

有形固定資産 

  建物           １６９百万円 

有形固定資産 

その他           ４６百万円 

特別損失・その他の主な内訳は次の

とおりであります。 

ゴルフ会員権 

評価損            １０百万円 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

１． 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定    ３１，５７７百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金   △５，５０３百万円 

預け金             ８，０００百万円 

現金及び現金同等物   ３４，０７４百万円 

１． 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定    ４８，２１８百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金    △４５７百万円 

預け金             ５，０００百万円 

現金及び現金同等物   ５２，７６０百万円 

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

 

現金及び預金勘定    ４２，５６２百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金   △２，９４８百万円 

預け金            １３，０００百万円 

現金及び現金同等物   ５２，６１３百万円 

 



 １７ 

５．リ ー ス 取 引 

当中間連結会計期間 

平成１５年 １月１日から 

平成１５年６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１４年 １月１日から 

平成１４年６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

４９ ３３ １５ 

産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

８，３９２ ５，６６７ ２，７２４ 

ウ

ェ

ア 

産
・
ソ
フ
ト 

無
形
固
定
資 

３，３３８ ２，３７８ ９５９ 

合計 １１，７７９ ８，０７９ ３，６９９ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           １，７６７百万円 
１ 年 超          ２，０４１百万円 

合 計          ３，８０８百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         １，１０１百万円 
 (２)減価償却費相当額    １，１５６百万円 
 (３)支払利息相当額          ４９百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価 
 額を零とする定額法によっております。 
 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価 
 額相当額の差額を利息相当額とし、各 
 期への配分方法については､利息法に 
 よっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び中間期末残高相 
 当額 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

４９ ２７ ２１ 

産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

９，５４１ ５，４４２ ４，０９８ 

ウ

ェ

ア 

産
・
ソ
フ
ト 

無
形
固
定
資 

３，８８０ ２，４２４ １，４５６ 

合計 １３，４７０ ７，８９３ ５，５７６ 

 
２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内           ２，０９５百万円 
１ 年 超          ３，１８４百万円 

合 計          ５，２７９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         １，５７３百万円 
 (２)減価償却費相当額    １，５６８百万円 
 (３)支払利息相当額          ９４百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 

 却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

４９ ３０ １８ 

産
・
そ
の
他 

有
形
固
定
資 

８，５１３ ５，２６４ ３，２４９ 

ウ

ェ

ア 

産
・
ソ
フ
ト 

無
形
固
定
資 

３，６５７ ２，５６０ １，０９７ 

合計 １２，２２０ ７，８５４ ４，３６５ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内           ２，０５３百万円 
１ 年 超          ２，３１６百万円 

合 計          ４，３６９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び 

 支払利息相当額 
 (１)支払リース料         ３，００６百万円 
 (２)減価償却費相当額    ２，８３３百万円 
 (３)支払利息相当額         １７０百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 



 １８ 

６．有 価 証 券 

当中間連結会計期間（平成１５年１月１日から平成１５年６月３０日まで） 

 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 
債券 

３，９７９ 
２，３４８ 

９，３００ 
２，３４７ 

５，３２１ 
０ 

合   計 ６，３２７ １１，６４７ ５，３２１ 
 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種     類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
関連会社株式 

百万円 
７１５ 
１，０１４ 

合     計 １，７３０ 
 
前中間連結会計期間（平成１４年１月１日から平成１４年６月３０日まで） 
 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 
債券 

４，３２２ 
― 

１１，０４２ 
― 

６，７１９ 
― 

合    計 ４，３２２ １１，０４２ ６，７１９ 
 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種     類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
関連会社株式 
その他 

百万円 
８０５ 
１，２７５ 
１５ 

合     計 ２，０９６ 
 



 １９ 

前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 
 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

種    類 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 
債券 

４，０１０ 
２，３４７ 

８，９８４ 
２，３４５ 

４，９７４ 
△１ 

合     計 ６，３５８ １１，３３０ ４，９７２ 
 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
関連会社株式 

百万円 
７７９ 
１，４２９ 

合     計 ２，２０８ 

 

 

７．デリバティブ取引 

 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 



 ２０ 

８．セグメント情報 

(１)事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成１５年１月１日から平成１５年６月３０日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

４１，９５６ 
 

百万円 
 

１，３１８ 
 

百万円 
 

１，５０５ 
 

百万円 
 

１，８４２ 
 

百万円 
 

４６，６２３ 
 

百万円 
 
― 
 

  百万円 
 

４６，６２３ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

７５ １２２ ― ２，７２９ ２，９２６ (２，９２６) ― 

計 ４２，０３１ １，４４０ １，５０５ ４，５７２ ４９，５５０ (２，９２６) ４６，６２３ 
営業費用 ４３，４７６ １，４４５ １，０９２ ４，２６４ ５０，２７９ (１，００８) ４９，２７０ 

営業利益又は営業損失(△) △１，４４４ △４ ４１３ ３０７ △７２８ (１，９１８) △２，６４６ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(７１７百万円)の主なものは親会社本社の経理部門等管理部

門に係る費用であります。 

 

前中間連結会計期間（平成１４年１月１日から平成１４年６月３０日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

４４，１２９ 
 

百万円 
 

１，３３０ 
 

百万円 
 

１，４７９ 
 

百万円 
 

２，７８７ 
 

百万円 
 

４９，７２８ 
 

百万円 
 
― 
 

  百万円 
 

４９，７２８ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１０４ ７ ― ３，７７５ ３，８８８ (３，８８８) ― 

計 ４４，２３４ １，３３８ １，４７９ ６，５６３ ５３，６１６ (３，８８８) ４９，７２８ 
営業費用 ４８，０２９ １，５４７ １７３ ６，４７９ ５６，２３０ (３，３６９) ５２，８６０ 

営業利益又は営業損失(△) △３，７９５ △２０８ １，３０６ ８４ △２，６１３ (５１８) △３，１３２ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．前中間連結会計期間に「その他事業」に含めて表示していた「損害保険業」については、当該セグメントの営業利益又は営業損

失の絶対値が営業利益又は営業損失の生じているセグメントの営業利益又は営業損失の合計額の絶対値の１０％以上となった

ため、前連結会計年度より区分掲記しております。前中間連結会計期間の「損害保険業」の営業収益は１,９６６百万円、営業利

益は６８９百万円であります。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(６５２百万円)の主なものは親会社本社の経理部門等管理部

門に係る費用であります。 

 

前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

１０１，８３８ 
 

百万円 
 

２，３１６ 
 

百万円 
 

３，５４１ 
 

百万円 
 

 ７，２４９ 
 

百万円 
 

１１４，９４６ 
 

百万円 
 
― 

  百万円 
 

１１４，９４６ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１，９４６ ５０９ ― ７，９５９ ６，５２１ (６，５２１) ― 

計 ９９，８９１ ２，８２６ ３，５４１ １５，２０８ １２１，４６８ (６，５２１) １１４，９４６ 
営業費用 ９７，３６９ ３，００７ １，７６７ １４，６３３ １１６，７７７ (５，３２７) １１１，４４９ 

営業利益又は営業損失(△)   ２，５２２ △１８０ １，７７４ ５７５ ４，６９０ (１，１９３)   ３，４９６ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４． 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、提出会社は退職給付における過去勤務債務の償却方法を変更して

おります。この変更による営業利益又は営業損失に与える影響はありません。 

 



 ２１ 

(２)所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成１５年１月１日から平成１５年６月３０日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

  北米 
その他 
の地域 

計 
消去又 
は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

４１，２８２ 
 

百万円 
 

９５８ 
 

百万円 
 

３，１０１ 

百万円 
 

１，２８１ 
 

百万円 
 

４６，６２３ 
 

百万円 
 
― 

百万円 
 

４６，６２３ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１ １２０ ９ ２３ １５４ (１５４) ― 

計 ４１，２８３ １，０７８ ３，１１０ １，３０５ ４６，７７７ (１５４) ４６，６２３ 
営業費用 ４４，１０５ ９３６ ２，５７４ ９７６ ４８，５９２ ６７７ ４９，２７０ 
営業利益又は営業損失(△） △２，８２１ １４１ ５３６ ３２８ △１，８１４ (８３２) △２，６４６ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(７１７百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理

部門に係る費用であります。 

 

前中間会計期間(平成１４年１月１日から平成１４年６月３０日まで) 
 

日本 
ミクロ 
ネシア 

  北米 
その他 
の地域 

計 
消去又 
は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

４５，０７９ 
 

百万円 
 

８２６ 
 

百万円 
 

２，８０３ 

百万円 
 

１，０１８ 
 

百万円 
 

４９，７２８ 
 

百万円 
 
― 

百万円 
 

４９，７２８ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

３７ ４ １０ ２５ ７７ (７７) ― 

計 ４５，１１７ ８３０ ２，８１３ １，０４４ ４９，８０５ (７７) ４９，７２８ 
営業費用 ４８，３３９ １，０８５ １，８２０ １，０３２ ５２，２７８ ５８１ ５２，８６０ 
営業利益又は営業損失(△） △３，２２２ △２５４ ９９３ １１ △２，４７２ (６５９) △３，１３２ 

注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(６５２百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理

部門に係る費用であります。 

 

前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

  北米 
その他 
の地域 

計 
消去又 
は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

１０４，５１４ 
 

百万円 
 

１，５１３ 
 

百万円 
 

６，６９２ 

百万円 
 

２，２２６ 
 

百万円 
 

１１４，９４６ 
 

百万円 
 
― 

百万円 
 

１１４，９４６ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１２０ １８２ １７ ４９ １２８ (１２８) ― 

計 １０４，３９３ １，６９６ ６，７１０ ２，２７５ １１５，０７５ (１２８) １１４，９４６ 
営業費用 １０１，３３９ １，９９６ ４，９１９ ２，０００ １１０，２５６ １，１９３ １１１，４４９ 
営業利益又は営業損失(△） ３，０５４ △３００ １，７９０ ２７５ ４，８１９ (１，３２２) ３，４９６ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 



 ２２ 

４． 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、提出会社は退職給付における過去勤務債務の償却方法を変更して

おります。この変更による営業利益又は営業損失に与える影響はありません。 

 

(３)海外営業収益 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における、海外営業収益は連結営業収益の１０％未満のため、記

載を省略しております｡ 

 

９.１株当たり情報 

当中間連結会計期間 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

１株当たり純資産額        ９３．１８円 

１株当たり中間純損失      ６５．１４円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純損

失については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 

   当中間連結会計期間から「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号 企業会計基準委員会 平成１

４年９月２５日）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号 企業会計基準委員

会 平成１４年９月２５日）を適用しておりま

す。 

   なお、同会計基準及び適用指針を前中

間連結会計期間及び前連結会計年度に

適用して算定した場合の１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 
       106.88 円 

１株当たり中間純 

損失     39.38円 

       155.62 円 

１株当たり当期純 

利益     29.56円 

１株当たり純資産額       １０９．１５円 

１株当たり中間純損失      ４０．２１円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純損

失については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額       １５８．９３円 

１株当たり当期純利益      ３０．１８円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 

 


